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１２

調査概要

（調査対象）

全ての公私立幼稚園及び都道府県・市町村（悉皆調査）

（調査基準日）

平成２２年５月１日（一部調査においては別途設定）

１．市町村における公私立幼稚園及び保育所の設置状況
２．公私立幼稚園に係る行政窓口
３．幼児教育に関する政策プログラムの策定状況
４．幼稚園教員の研修の実施状況
５．幼稚園教員の採用・人事交流等の実施状況
６．幼稚園教諭免許と保育士資格の併有状況
７．幼稚園における保育所及び小学校との連携状況
８．幼稚園と保育所の施設の共用化状況
９．幼稚園における子育て支援活動実施状況
１０．預かり保育に関する実施状況
１１．幼稚園の教育時間

（調査項目）
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１．市町村における公私立幼稚園及び保育所の設置状況１．市町村における公私立幼稚園及び保育所の設置状況

（１）市町村における幼稚園・保育所の設置状況（１）市町村における幼稚園・保育所の設置状況
（平成２２年５月１日現在）

幼稚園・保育所がともに設置されている市町村は78.9％ （1381団体）であった。

幼稚園・保育所がともに設置されていない市町村は1.7％ （29団体）であった。

幼稚園・保育所の設置状況の推移（幼稚園・保育所の設置状況の推移（H17H17～～H22H22））

単位：市町村数
（

 

）内は各年度の全市町村数に対する割合

H１７年度 H１８年度 H１９年度 H２０年度 H２２年度

幼稚園・保育所ともに設置されて

 

いる
72.7%(1744) 79.1%(1457) 78.2%(1428) 1425(78.7%) 78.9%(1381)

幼稚園のみ設置されている 3.0%(73) 1.6%(30) 2.4%(44) 33(1.8%) 1.5%(27)

保育所のみ設置されている 22.6%(543) 17.7%(327) 18.0%(328) 328(18.1%) 17.9%(313)

幼稚園・保育所ともに未設置 1.7%(40) 1.6%(29) 1.5%(27) 25(1.4%) 1.7%(29)

１３

幼稚園・保育所の設置状況（幼稚園・保育所の設置状況（H22H22））

幼稚園・保育所
ともに設置
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1.5%



（２）幼稚園設置市町村における公立・私立幼稚園の設置状況（２）幼稚園設置市町村における公立・私立幼稚園の設置状況

１４

公私立幼稚園の設置状況の推移（公私立幼稚園の設置状況の推移（H17H17～～H22H22））

単位：市町村数
（

 

）内は各年度の幼稚園設置市町村数に対する割合

幼稚園が設置されている市町村における公私の割合は、「公立・私立ともに設置」が37.6％ （529団体）と

 
最も多く、「公立のみ設置」が26.3％ （370団体）、「私立のみ設置」が36.2％ （509団体）となっている。

公私立幼稚園の設置状況（公私立幼稚園の設置状況（H22H22））
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H１７年度 H１８年度 H１９年度 H２０年度 H２２年度

公・私立幼稚園設置 30.9%（562） 37.3%（554） 37.2%（548） 38.3%（558） 37.6%(529)

公立幼稚園のみ設置 35.3%（642） 28.4%（423） 28.1%（414） 27.0% （393） 26.3%(370)

私立幼稚園のみ設置 33.7%（613） 34.3%（510） 34.6%（510） 34.8%（507） 36.2%(509)



２．公私立幼稚園に係る行政窓口２．公私立幼稚園に係る行政窓口

１５

都道府県都道府県

（平成２２年５月１日現在）

都道府県における幼稚園の行政窓口は、

「公立は教育委員会、私立は首長部局」が 89.4％（42団体）と最も多い。
「公立・私立ともに教育委員会」であるのは

 

4.3％（2 団体）。
「公立・私立ともに首長部局」であるのは

 

6.4％（3 団体）。

公立は教育委員会、

私立は首長部局

42（89.4%）

公立・私立とも
教育委員会

2（4.3%）
公立・私立とも

首長部局
3（6.4%）

（１）都道府県における幼稚園の行政窓口（１）都道府県における幼稚園の行政窓口

4.3%（2）

6.4%（3）

89.4%（42）



１６

市町村市町村

市町村における幼稚園の行政窓口は、

公立・私立幼稚園が設置されている市町村では、「公立・私立とも教育委員会」が

 

36.1％(191）で最も多い。

 
公立幼稚園のみ設置されている市町村では、「教育委員会」が 94.3％ （349）で最も多い。

 
私立幼稚園のみ設置されている市町村では、「教育委員会」が 40.5％ （206）で最も多い。

公立・私立幼稚園を設置している
市町村（529市町村）

※幼稚園未設置市町村は集計に含まれない。

公立・私立とも
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191(36.1%)

その他
208(39.3%)

公立は教育
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は首長部局
94(17.8%) 公立・私立と

も首長部局
36(6.8%)

公立・私立とも
教育委員会
191（36.1％）

その他
208（39.3％）

教育委員会
349(94.3%)

首長部局
17(4.6%)

その他
4(1.1%)

私立幼稚園のみ（509市町村）

首長部局
150(29.5%)

その他
153(30.1%) 教育委員会

206(40.5%)

公立幼稚園のみ（370市町村）

（２）市町村における幼稚園の行政窓口（２）市町村における幼稚園の行政窓口
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３．幼児教育に関する政策プログラムの策定状況３．幼児教育に関する政策プログラムの策定状況

１７

（平成２２年５月１日現在）

(47都道府県）

(1408市町村）

(342市町村）

幼児教育に関する政策プログラムの策定状況について

 

「２１年度までに策定済み」と回答したのは、

都道府県では85.1%（40団体）、
幼稚園が設置されている市町村では24.5％（345団体）、

 
幼稚園が設置されていない市町村では7.3％（25団体）だった。

※特別区を除く。
※四捨五入の関係で

 
合計が合わない場合がある。



４．幼稚園教員の研修の実施状況４．幼稚園教員の研修の実施状況
（平成２１年度実績）

（１）都道府県・指定都市が行う幼稚園教員対象の研修の実施状況（１）都道府県・指定都市が行う幼稚園教員対象の研修の実施状況

１８

公立幼稚園の教諭等（教諭、助教諭、講師）に対して研修の実施が義務づけられている新規採用教員研修及び

 
10年経験者研修の実施団体はそれぞれ60団体、51団体であった（未実施の団体は対象となる公立幼稚園の教

 
諭等がいなかった）。そのうち、私立幼稚園の教員も参加した団体はそれぞれ81.7％ （49団体）、

 

58.8％

 
（30団体）であった。

新規採用教員研修及び10年経験者研修以外の教員研修を実施した団体は59団体、うち私立幼稚園の教員も参

 
加した団体は93.2％（55団体）となっている。また、園長への研修を実施した団体は52団体、うち私立幼稚園の園

 
長も参加した団体は78.8％（41団体）であった。

私立幼稚園の参加あり
81.7％（49団体）

私立幼稚園の参加あり
58.8％（30団体）

私立幼稚園の参加あり
93.2％（55団体）

私立幼稚園の参加あり
78.8％（41団体）

私立幼稚園の参加なし
18.3％（11団体）

私立幼稚園の参加なし
41.2％（21団体）

私立幼稚園の参加なし
6.8％（4団体）

私立幼稚園の参加なし
21.2％（11団体）

0% 25% 50% 75% 100%

ａ：新規採用教員研修

ｂ：１０年経験者研修

c：ａ・ｂ以外の教員研修

ｄ：園長への研修

（60団体）

（51団体）

（59団体）

（52団体）
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１１０

都道府県（指定都市を含む）都道府県（指定都市を含む） 市町村（指定都市を除く）市町村（指定都市を除く）

（３）合同研修の実施状況（３）合同研修の実施状況

母数65 （47都道府県数＋18指定都市） 母数1,765 （18指定都市と特別区23区を除く）

46.2% (30)

12.3% (8)

55.4% (36)

24.6% (16)

4.6% (3)

50.8% (33)
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公立幼稚園教員・保育所保育士の合同研

修（私立幼稚園教員は含まず）

公立幼稚園教員・私立幼稚園教員・保育所

保育士の合同研修

公立幼稚園教員・小学校教員の合同研修

公立幼稚園教員・保育所保育士・小学校教

員の合同研修（私立幼稚園教員は含まず）

公立幼稚園教員・私立幼稚園教員・保育所

保育士・小学校教員の合同研修

3.2% (57)
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8.8% (156)
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５．幼稚園教員の採用・人事交流等の実施状況５．幼稚園教員の採用・人事交流等の実施状況

（１）幼稚園教員の採用選考の状況（１）幼稚園教員の採用選考の状況
（採用は平成２１年度実績

 

人事交流等は平成２２年度）

（２）幼稚園と保育所・小学校との人事交流等の状況（２）幼稚園と保育所・小学校との人事交流等の状況

団体数

保育士資格併有を受験資格とした団体の割合 66.8%（

 

213 ）

小学校教諭免許併有を受験資格とした団体の割合 1.3% （

 

4 ）
※母数：採用選考実施地方公共団体数

 

319団体

 
※割合は採用選考を実施した地方公共団体数に占める割合

幼稚園教員採用選考を実施した地方公共団体（319団体）のうち、

 
幼稚園教諭免許と保育士資格を併有していることを受験資格とした団体は66.8％（213団体）、

 
幼稚園教諭免許と小学校教諭免許を併有していることを受験資格とした団体は1.3％（4団体）であった。

平成22年度当初、県費負担小学校教員と市町村負担幼稚園教員の人事交流を行った団体は1.6%
（28団体）、市町村内の幼稚園教員と保育所保育士の人事交流を行った団体は18.3％（323団体）であった。

該当団体数

（ア） 平成２２年度当初の異動発令による人事交流（a＋b） 20.0% (351)

（a）県費負担小学校教員と市町村費負担幼稚園教員の人事交流 1.6% (28)
（※相手方市町村数）

（b）市町村内の幼稚園教員と保育所保育士の人事交流 18.4% (323)

（イ） （ア）によらない場合で、「長期派遣研修」等の制度を活用して、１年以上の期間、小学校教

 
諭が幼稚園に勤務する、又は幼稚園教員が小学校等に勤務する形の交流

0.7% (12)

（ウ） （ア）及び（イ）によらない場合で、夏季休業期間などを活用して、１年未満の期間の範囲内

 
で、小学校教員が幼稚園に勤務する、又は幼稚園教員が小学校等に勤務する形の交流

0.9% (17)
１１１

母数：（ア）1,750 （イ）（ウ）1,797（1,750市町村＋47都道府県）



６．幼稚園教諭免許と保育士資格の併有状況６．幼稚園教諭免許と保育士資格の併有状況

幼稚園の園長・教頭・教諭のうち幼稚園教諭免許と保育士資格を併有している者の割合は、

 
全体で74.1％であった。（公私別では、公立：71.9％、私立：74.8％）

（平成２２年５月１日現在）

１１２

Ｈ２２ （Ｈ２０） Ｈ２２ （Ｈ２０） Ｈ２２ （Ｈ２０）

普通免許状保持者(人) 2,625 2,845 3,095 3,564 5,720 6,409

うち保育士資格保持者(人) 1,748 1,838 1,306 1,430 3,054 3,268

併有率 66.6% 64.6% 42.2% 40.1% 53.4% 51.0%

普通免許状保持者(人) 18,623 20,192 65,062 77,474 83,685 97,666

うち保育士資格保持者(人) 13,524 14,108 49,685 58,241 63,209 72,349

併有率 72.6% 69.9% 76.4% 75.2% 75.5% 74.1%

普通免許状保持者(人) 21,248 23,037 68,157 81,038 89,405 104,075

うち保育士資格保持者(人) 15,272 15,946 50,991 59,671 66,263 75,617

併有率 71.9% 69.2% 74.8% 73.6% 74.1% 72.7%

園長
+

教頭
+

教諭

幼稚園教員（園長・教頭・教諭）に係る幼稚園教諭免許と保育士資格の併有率

教頭
+

教諭

園長

公立 私立 計
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イ　幼稚園・保育所・小学校が一緒に交流と
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ウ　幼稚園・保育所・小学校が一緒に交流と

　　 幼稚園・小学校間の交流

エ　幼稚園・保育所・小学校が一緒に交流の

み

オ　幼稚園・保育所間の交流と

　　 幼稚園・小学校間の交流 

カ　幼稚園・保育所間の交流のみ

キ　幼稚園・小学校間の交流のみ

公立

私立

合計

７．幼稚園における保育所及び小学校との連携状況７．幼稚園における保育所及び小学校との連携状況

１１３

（平成２１年度実績）

保育所の幼児や小学校の児童と交流している幼稚園は77.2％であった。
（そのうち、小学校の児童と交流している幼稚園は96.5％）

（１）幼児と児童の交流状況（１）幼児と児童の交流状況
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幼稚園幼稚園

ア
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※括弧内は、交流している幼稚園の園数の内訳
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57.2% （5,592園）
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イ　幼稚園・保育所・小学校が一緒に交流と
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　　 幼稚園・小学校間の交流

エ　幼稚園・保育所・小学校が一緒に交流の
み

オ　幼稚園・保育所間の交流と
　　 幼稚園・小学校間の交流 

カ　幼稚園・保育所間の交流のみ

キ　幼稚園・小学校間の交流のみ

公立

私立

合計

交流して
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いない
24.8%

幼稚園幼稚園

１１４

（２）教員同士、教員と保育士の交流状況（２）教員同士、教員と保育士の交流状況

保育所保育士や小学校教員と交流している幼稚園は75.2％であった。
（そのうち、小学校教員と交流している幼稚園は96.0％）
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12.2% （1,161園）

 

※括弧内は、交流している幼稚園の園数の内訳
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44.5%(2,117園）

27.7%(2,179園）

34.0%（4,296園）

55.5%(2,642園）

72.3％(5,688園)

66.0%（8,330園）
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教育課程の編成に関し、
小学校と連携している

教育課程の編成に関し、
小学校と連携していない

１１５

（３）教育課程の編成に関する工夫の状況（３）教育課程の編成に関する工夫の状況

教育課程の編制に関し、小学校と連携している幼稚園は、
全体で34.0％（4,296園）であった。（公立：44.5％（2,117園）、私立：27.7％（2,179園））

4,759園

7,867園

12,626園全体



８．幼稚園と保育所の施設の共用化状況８．幼稚園と保育所の施設の共用化状況

幼稚園と保育所の共用化施設（認定こども園を除く）は、年々増加傾向にあり、

 ２２年５月１日現在で５１１か所であった。

（平成２２年５月１日現在）

１１６

共用化施設数の推移共用化施設数の推移

※（

 

）内は、平成２０年５月１日現在の数。

※認定こども園の認定を受けた施設を除く。

公 立 私 立 計

合 築 １７６（１４２） ９６（９２） ２７２（２３４）

併 設 ２４（２７） ２１（１５） ４５（４２）

同一敷地内 ６６（６５） １２８（１３０） １９４（１９５）

計 ２６６（２３４） ２４５（２３７） ５１１（４７１）

（単位：か所）

幼稚園と保育所の共用化施設数
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９．幼稚園における子育て支援活動実施状況９．幼稚園における子育て支援活動実施状況

（１）子育て支援活動の実施率（１）子育て支援活動の実施率

子育て支援活動を実施している幼稚園は全体の82.3％であった。
（公立：82.7%、私立：82.2%）

（平成２１年度実績）

79.0%（4,326園）

82.0%（4,483園） 82.2%（4,424園）
82.7%（4,303園）

78.6%（6,538園）

81.5%（6,762園） 82.2%（6,787園）

76.9%（6,412園）

81.8%（11,186園） 82.3%（11,090園）

77.8%（10,738園）

79.9%（11,021園）

65%

70%

75%

80%

85%

90%

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成21年度

（園）

公　立

私　立

合　計

１１７
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幼稚園数幼稚園数 平均日数（１園当たり）平均日数（１園当たり）

（２）内容別実施幼稚園数・平均実施日数（複数回答）（２）内容別実施幼稚園数・平均実施日数（複数回答）

①在園児及びその保護者だけを対象①在園児及びその保護者だけを対象

１１８
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１１９

幼稚園数幼稚園数 平均日数（１園当たり）平均日数（１園当たり）

②②

 

①に限らず、在園児以外の幼児及びその保護者も対象①に限らず、在園児以外の幼児及びその保護者も対象（在園児以外及びその保護者だけ対象も含む。）（在園児以外及びその保護者だけ対象も含む。）
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１２０

（３）実施上の課題（３）実施上の課題
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事業実施に係る経費の確保が困

 
難である

事業実施に係る業務のため教職員の

 
負担が過大になっている

事業の対象者（未就園児、保護者）の利用に
施設設備が対応できていない

事業の実施が、一部保護者の

 
過度の依存を招いている

事業実施に必要な外部専門家の確保が
困難である

事業実施について、地域（在園児以外の
保護者）への周知が困難である

子育て相談等に係る個人情報の管理が
困難である

事業実施に必要なボランティアの確保が
困難である

事業実施に必要な教職員の能力が不足

 
している（未就園児対応、相談対応等）



１０．預かり保育に関する実施状況１０．預かり保育に関する実施状況

（１）預かり保育の実施率（１）預かり保育の実施率

預かり保育を実施している幼稚園は全体の75.4％であった。

（平成２２年度実績）
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１２２

（２）預かり保育を行う条件（複数回答）（２）預かり保育を行う条件（複数回答）

※割合は預かり保育実施園数（公・私立・合計別）に占める割合
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（３）預かり保育の実施日数等（３）預かり保育の実施日数等

①①

 

長期休業期間中長期休業期間中以外以外の実施状況の実施状況

（（ⅰⅰ）週当たりの実施日数）週当たりの実施日数

（（ⅱⅱ）預かり保育の終了時間）預かり保育の終了時間

１２３



②②

 

長期休業期間中の実施状況長期休業期間中の実施状況

１２４
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（４）預かり保育受入れ幼児数等（４）預かり保育受入れ幼児数等

①①

 

平日の預かり保育受入れ幼児数平日の預かり保育受入れ幼児数（平成２２年６月２１日（月）～２５日（金）の５日間の平均）（平成２２年６月２１日（月）～２５日（金）の５日間の平均）

１２５

②②

 

土曜日の預かり保育受入れ幼児数土曜日の預かり保育受入れ幼児数（（平成２２年６月２６日（土）の１日間）平成２２年６月２６日（土）の１日間）

③③

 

平成２２年６月に週４日以上預かり保育を利用した幼児数平成２２年６月に週４日以上預かり保育を利用した幼児数

 
（平成２２年度に長期休業期間以外と各長期休業期間のいずれの期間も週５日以上預かり保育を予定している幼稚園のみ回答）（平成２２年度に長期休業期間以外と各長期休業期間のいずれの期間も週５日以上預かり保育を予定している幼稚園のみ回答）

受入幼児数

公立 私立 計

23,551人 115,116人 138,666人

8.8人 ／ 園 15.6人 ／ 園 13.8人 ／ 園

受入幼児数
公立 私立 計

1,400人 7,959人 9,359人

公立 私立 計

週４日以上利用

 した幼児の割合
43.0％

 （21,171 / 49,251）

11.3％

 （81,380 / 717,295）

13.4％

 （102,551 / 766,546）

うち保護者の就労を

 理由とする幼児の割合
81.0％

 （17,146 / 21,171 ）
79.3％

 （64,528 / 81,380 ）
79.6％

 （81,674 / 102,551 ）

※括弧内は幼児数



64.9% 29.7%

28.9%

4.8%

5.4%65.1%

65.7% 25.7% 7.8%

0.7%

0.4%

0.5%

0.0%

0.1%

0.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.1%

0.1%

0% 25% 50% 75% 100%

公立

私立

合計

１～１０人

１１～２０人

２１～３０人

３１～４０人

４１～４５人

４６～５０人

５１人～

人員確保を行った
 57.4% (1,540)

人員確保を行った
 67.7% (4,996)

人員確保を行った
 65.0% (6,536)

人員確保を
行わなかった
42.6% (1,141)

人員確保を
行わなかった
32.3% (2,381)

人員確保を
行わなかった
35.0% (3,522)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公　立

私　立

合　計

（５）預かり保育における保育担当者の状況（５）預かり保育における保育担当者の状況

①①

 

預かり保育のための人員確保状況預かり保育のための人員確保状況

②②

 

預かり保育における保育担当者１人当たりの幼児数預かり保育における保育担当者１人当たりの幼児数

◆平成２２年６月２１日（月）における預かり保育担当者（補助者含む）１人あたりの幼児数

１２６

※括弧内は園数



32.3%

14.7%

19.4%

33.5%

74.4%

63.5%

9.4%

6.4%

7.2%

24.7%

4.5%

9.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公　立

私　立

計

料金･実費とも
徴収

料金のみ徴収

実費のみ徴収

料金･実費とも
不徴収

（６）預かり保育における料金徴収の状況（６）預かり保育における料金徴収の状況

１２７

③③

 

預かり保育の担当者における幼稚園教諭免許と保育士資格の併有状況預かり保育の担当者における幼稚園教諭免許と保育士資格の併有状況

71.0% 20.8%

1.3%
0.4%

1.2%

5.2%

72.5% 20.4%

1.3%
0.5%

1.2%

4.1%

64.8% 22.6%

1.6%
0.2%

1.4%

9.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公
　

立
　

私
　

立

合
　

計

幼稚園教諭免許と保育士資
格併有

幼稚園教諭免許のみ

保育士資格のみ

上記以外の幼稚園教諭免許
状（臨時免許状など）

幼稚園教諭の免許状はない
が、それ以外の教員免許有

その他（教員免許がなく、保
育士資格もないなど）

※保育料以外に光熱費、おやつ代等を徴収している場合は

 
「実費のみ徴収」に区分。保育料に実費が含まれている

 
場合は、「料金のみ徴収」に区分。



230

256

206

869

715

770

977

1,034

868

340

494

372

639

459

496

540

564

637

0 500 1,000

その他

預かり保育の実施に

施設設備が対応できていないため

預かり保育実施に係る

経費の確保が困難であるため

預かり保育実施に係る

業務のため教職員の負担が過大なため

保護者等からの要請が少ないため 

事業実施に必要な

人員の確保が困難であるため

（園）

公立

私立

合計

１２８

（７）預かり保育を実施していない理由（複数回答）（７）預かり保育を実施していない理由（複数回答）



１１．幼稚園の教育時間１１．幼稚園の教育時間
（平成２２年度実績）○○

 

幼稚園の平均教育時間と平均昼食時間幼稚園の平均教育時間と平均昼食時間

5.5時間平均教育時間（３～５歳児）

うち平均昼食時間（３～５歳児） 1.0時間
※平均教育時間･･･幼稚園の教育課程の

 
開始時刻から終了時刻まで

0.9%

0.3%

0.1%

28.0%

24.5%

19.5%

69.7%

73.7%

77.8%

1.3%

1.5%

2.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30分未満 30分以上、1時間未満

1時間以上、1時間30分未満 1時間30分以上、2時間未満

2時間以上

41.2%

40.1%

38.9%

45.1%

47.2%

47.7%

9.1%

9.1%

9.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.1%

2.2%

3.2%

1.2%

1.1%

1.2% 0.2%

0.2%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100

2時間未満 2時間以上～
3時間未満

3時間以上～
4時間未満

4時間以上～
5時間未満

5時間以上～
6時間未満

6時間以上～
7時間未満

7時間以上～
8時間未満

8時間以上

＜教育時間＞＜教育時間＞ ＜うち昼食時間＞＜うち昼食時間＞

3歳児

4歳児

5歳児

１２９
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